
※決済方法は、クレジットカード決済、コンビニ決済、Pay-easy決済から選択いただけます。決済および配信に関するお問合せは、公益財団
法人建築技術教育普及センター（メール：jsk-cpd@jaeic.or.jp）までお願いします。

63分

動画２ 　模擬事例

「既存建築物の法適合調査ガイド
　-円滑な改修のためのA to Z-」
　　　　　　　　　発行：日本建築センター
　　　　　　　　　定価：5,500円（税込）

＊建築CPD制度の認定プログラムです

【建築ＣＰＤ情報提供制度認定プログラム】

オンデマンド

◆お問合せ先◆　　一般財団法人日本建築センター情報事業部　ＴＥＬ：03－5283－0477

（一財）日本建築センター
　既存建築物技術審査部
　　　　　　　　　　　職員

テ　キ　ス　ト

　書籍名：「既存建築物の法適合調査ガイド　-円滑な改修のためのA to Z-」
　　　　　　　　発行：（一財）日本建築センター
　　　　　　　　　定価：5,500円（税込）
　　　　　　　　　ISBNコード：978-4-88910-194-2

申込QRコード

30分

円

※お申し込みは、右記QRコード（日本建築センターの講習会ページ；https://www.bcj.or.jp/seminar/）からとな
ります。複数人でのお申し込みの場合は、それぞれお申し込みください。
※動画の一部又は全部を無断で複製、転載、改変、配布、販売することは固く禁止します。また、不特定又は多人数に視
聴させることも禁止します。
※ご購入後、補足説明を加えた講義資料のダウンロードが可能になります。

4,400

受講料（税込）

　既存建築物の法適合調査のフレームワーク

講　　師

動画システム 公益財団法人　建築技術教育普及センター

時　　間

主　　催 一般財団法人　日本建築センター

動画１

20260501

その他 既　存

　WEB版動画講習会
　講習会・セミナー のご案内

　　　　「既存建築物の法適合調査ガイド」　実務編
　　　　　　　　　　　　（その１）：法適合調査のフレームワーク

　　　既存建築物の法適合調査について、実務に即した観点から解説します
　　　既存調査のフレームワークについて、模擬事例を交えながら具体的に説明します

■概要

　近年、膨大な建築ストックを長期活用するための取り組みが求められ
ています。それらの改修を計画する場合、建築確認申請の要否に関わ
らず建築関係法令への適合性について必ず検証しなければなりませ
ん。
　今後、建築ストックの長期活用のための取り組みが広がっていくこと
を想定すると、法令順守のための知識を深化させ、また個々の改修事
例でノウハウを蓄積していくことが求められます。

　日本建築センターがこれまで取り組んでまいりました既存建築物の
法適合状況調査の経験を踏まえ、その実務についてご説明します。複
雑かつ難解な既存建築物の改修に対する法規制を分かりやすく解説し
ます。

＊2024年11月18日に開催した講習会の収録動画を編集したものです

＊購入後、14日間繰り返し視聴できます

■テキストの事前購入について
受講までにお手元にご用意ください

内　　　容

■プログラム（93分）：建築CPD２単位


